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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 平成18年４月１日付をもって、当社普通株式１株を２株に分割しております。 

  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 26,316,084 26,978,284 26,975,562 51,259,770 52,932,510

経常利益 (千円) 334,938 443,720 269,622 736,922 841,555

中間(当期)純利益 (千円) 51,152 246,730 302,388 376,181 462,397

純資産額 (千円) 8,230,805 8,598,705 8,968,551 8,535,971 8,806,353

総資産額 (千円) 19,692,001 23,054,070 22,698,289 19,965,129 22,609,199

１株当たり純資産額 (円) 1,482.35 774.30 807.34 1,532.80 793.00

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) 9.21 22.22 27.23 63.25 41.64

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 
金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.8 37.3 39.5 42.8 39.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 842,659 3,146,410 954,507 1,576,456 3,373,903

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △374,740 △450,605 115,477 △997,626 △761,983

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △665,557 239,378 △597,120 △869,907 △152,809

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,430,956 5,272,701 5,269,492 2,337,518 4,796,627

従業員数〔外、平均臨 
時雇用者数〕 

(人) 
715 

〔1,649〕
698

〔1,724〕
687

〔1,722〕
699 

〔1,645〕
687

〔1,702〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第65期の１株当たり配当額24円には特別配当２円を含んでおります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 平成18年４月１日付をもって、当社普通株式１株を２株に分割しております。 

  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 26,305,904 26,968,626 26,958,393 51,234,435 52,911,822

経常利益 (千円) 321,023 434,629 251,157 709,963 818,791

中間(当期)純利益 (千円) 47,780 239,865 291,037 363,640 445,757

資本金 (千円) 1,052,272 1,052,272 1,052,272 1,052,272 1,052,272

発行済株式総数 (株) 5,552,600 11,105,200 11,105,200 5,552,600 11,105,200

純資産額 (千円) 8,039,178 8,391,045 8,739,765 8,335,175 8,588,918

総資産額 (千円) 19,486,012 22,741,915 22,359,503 19,749,042 22,301,082

１株当たり純資産額 (円) 1,447.84 755.60 786.73 1,496.64 773.42

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) 8.61 21.60 26.21 60.99 40.14

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 
金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 24.00 12.00

自己資本比率 (％) 41.3 36.9 39.1 42.2 38.5

従業員数〔外、平均臨 
時雇用者数〕 

(人) 
703 

〔1,628〕
687

〔1,704〕
675

〔1,711〕
687 

〔1,625〕
676

〔1,681〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載して

おります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載しており

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の内容 従業員数(人)

小売業 
687 

〔1,722〕 

合計 
687 

〔1,722〕 

従業員数(人) 
675 

〔1,711〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済状況は、地域や企業に差があるものの、全体的には景気は緩やかな上

昇基調を維持しております。しかし小売業界におきましては新規出店による競争激化、原油価格高騰による仕入価

格や各種コストの上昇、業界再編の動き等厳しい経営環境が続いております。 

このような状況のもと当社グループでは、営業力強化をはじめとする諸施策を実施してまいりました。 

・ ４月にジョイス青山店(盛岡市)、ロッキーみずさわ店(奥州市)、６月にロッキー能代店(秋田県能代市)の売場

リニューアルを実施し、生鮮、惣菜の強化を中心に、よりお客様のニーズにお応えできる品揃えに改善いたしま

した。 

・ 商品開発におきましては地場企業とのタイアップによる地元素材を重視したＰＢ(プライベートブランド)商品

の開発を積極的に推進しております。 

また、地場ＰＢ商品と並行して、地元企業と共同で開発の場を国内のみならず海外へ広げた当社独自の商品を

開発し、展開しております。国内加工商品、海外加工商品とも、素材、味、添加物を吟味いたしました。いずれ

も安全で低コストかつ、お買い得価格でご提供が可能となり、新たに40種類以上を品揃え、好評を頂いておりま

す。 

・ 平日の売上及び来店客数の増加策として開始した均一祭を更に強化すべく、平日の部門販促、週末の催事販促

策を新たに展開いたしました。 

・ 商品の陳列量の見直しとロス率の削減に取り組むとともに、店舗業務の軽減と品切れの改善、在庫の圧縮を図

るため、自動発注システムを一部試験導入いたしました。現在本格稼動に向けて準備を進めております。 

・ 一般管理費を中心として調達コストの一層の削減のため、取引先及び規格・材質の見直しを行う一方、消耗

品、包装資材の店舗への配送を当社の「花巻物流センター」からの一括配送へ切り替え、納品単価と物流コスト

の引き下げを図りました。 

・ 容器包装リサイクル法への対応といたしまして、マイバッグ運動やレジ袋の規格見直し等を行いました。レジ

袋は前年重量比で約13％の削減を図ることができました。 

・ 食育活動の一環といたしまして、店舗へ小学生を招いての食育授業の実施、親子での味噌作り体験ツアーを実

施いたしました。 

・ 当社の契約農場「いきいき農場」へお客様200名をお招きし、生産者と身近に触れ合って頂く、「いきいき農場

体験ツアー」を実施、今回で５回目の開催となりました。 

その他、環境対策の一環といたしまして、店舗等で回収した空き缶をリサイクルさせる仕組みを構築、「ジョイ

ス花巻リサイクルセンター」を立ち上げ、軌道に乗り始めており、年間で180t～200tのリサイクルを目標としてお

ります。 

これらの結果、当中間連結会計期間における当社グループの連結業績は、営業収益(売上高とテナント収入の合計

額)は271億82百万円(前年同期比0.1％増)と微増となりましたが、売上総利益が前年同期比1.4％減少したことによ

り、経常利益は２億69百万円(前年同期比39.2％減)、中間純利益は固定資産売却益の計上により３億２百万円(前年

同期比22.6％増)と増益となりました。 

部門別の業績は次のとおりであります。 

1) 食品及び雑貨部門 

当部門におきましては、生鮮部門であります野菜や果物、鮮魚などの産直商品の取り扱いを拡大し、鮮度のよ

さを前面に打ち出した販売に努めました。日配、食品部門では、和洋菓子商品の品揃えを充実させた他、ＰＢ(プ

ライベートブランド)商品の開発と拡販に努めました。この結果、当部門の売上高は262億75百万円(前年同期比



0.1％増)となりました。 

2) 衣料品部門 

当部門におきましては、婦人衣料を販売強化の分類として取り組み、アウター、肌着、ナイトウエアの品揃え

を強化し、さらにバッグ、帽子などの服飾品の拡販に努めました。しかしながら、夏場以降の天候不順により、

売上が伸び悩み、売上高は６億99百万円(前年同期比5.6％減)となりました。 

3) テナント収入 

テナント開発におきましては、既存店舗への新規テナントの積極的な誘致、導入を推進してまいりました。こ

の結果、テナント収入は２億７百万円(前年同期比12.9％増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況については、連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資

金」という。)の中間連結会計期間末残高は、期首より４億72百万円増加し、52億69百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、９億54百万円(前年同期は31億46百万円の収入)となりました。これは、主に税

金等調整前中間純利益５億９百万円、減価償却費３億84百万円によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果得られた資金は、１億15百万円(前年同期は４億50百万円の支出)となりました。これは、主に有

形固定資産の売却による収入３億27百万円等によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により支出した資金は５億97百万円(前年同期は２億39百万円の収入)となりました。これは、主に長期

借入金の返済による支出５億65百万円及び配当金の支払額１億31百万円があったこと等によるものです。 

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

当中間連結会計期間における販売実績及び仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(1) 販売実績 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

事業の内容 事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

小売業 

食品及び雑貨 26,275,569 100.1 

衣料品 699,993 94.4 

テナント収入 207,095 129.0 

合計 27,182,658 100.1 

事業の内容 事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

小売業 

食品及び雑貨 20,279,756 99.3 

衣料品 487,298 93.1 

合計 20,767,055 99.1 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

  

  

(2) 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会

計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの 

名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び完成予定 
完成後の
増加能力総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

着手 完了 

㈱ジョイス 
花巻高木店 

岩手県 
花巻市 

小売業 店舗 2,252 ―
自己資金
及び借入
金 

平成19年
６月 

平成20年
４月 

営業収益
18億円 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含んでおりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 35,200,000

計 35,200,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 11,105,200 11,105,200
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 11,105,200 11,105,200 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。 
  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとする。
ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ
行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る金額で新株式の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株
予約権証券の行使の場合を除く。)又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により、払込金額を調整し、調整により
生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行い、本新株予約権に係る義務が当該株式交換又は株式移転により完全
親会社となる会社に承継される場合においては、継承される新株予約権の内容の決定方針は次のとおりとする。 

① 目的たる完全親会社の株式の種類 
  完全親会社の同種の株式 
② 目的たる完全親会社の株式の数 
  株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。 
③ 権利行使に際して払い込むべき金額(権利行使価額) 
  株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。 
④ 権利行使の期間、その他の権利行使条件、取得事由等 
  株式交換又は株式移転に際して当社の取締役会が決定する。 
⑤ 取締役会による譲渡承認について 
  新株予約権の譲渡について、完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 2,960 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 296,000(注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 547(注)２ 同左

新株予約権の行使期間 
平成20年６月24日
～平成23年６月22日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  547(注)２
資本組入額 274(注)２ 

同左

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
(以下「新株予約権者」とい
う)は、権利行使時において
も当社の従業員たる地位にあ
ることを要す。ただし、新株
予約権者である従業員が定年
により退職した場合は、退職
の日より１年間に限り行使で
きるものとする。 
新株予約権者が死亡した場
合、その相続人による新株予
約権の行使は認めない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他一切の処分は認めない。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)３ 同左

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

  新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年８月31日現在 

※ 決算期変更により、当事業年度は11ヶ月の決算となり、証券保管振替機構からの当中間期末における実質株主の通知が行われ

ないため、平成19年８月31日現在の大株主の状況を記載しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年９月30日 ― 11,105,200 ― 1,052,272 ― 968,809

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社謙徳 岩手県盛岡市東安庭二丁目１番30号 3,807 34.3

有限会社セキ興産 岩手県盛岡市東安庭二丁目１番30号 864 7.8

小苅米 瑞 代 岩手県盛岡市 549 4.9

株式会社北日本銀行 岩手県盛岡市中央通一丁目６番７号 390 3.5

株式会社日本アクセス 東京都世田谷区野沢三丁目１番１号 310 2.8

株式会社岩手銀行 岩手県盛岡市中央通一丁目２番３号 300 2.7

株式会社菱食 東京都太田区平和島六丁目１番１号 240 2.2

株式会社東北銀行 岩手県盛岡市内丸３番１号 234 2.1

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号
  
(東京都中央区晴海一丁目８番12号) 
  

220 2.0

社員持株会 岩手県盛岡市東安庭二丁目１番30号 219 2.0

計 ― 7,135 64.2



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含まれております。 

２ 決算期変更により、当事業年度は11ヶ月の決算となり、証券保管振替機構からの当中間期末における実質株主の通知が行

われないため、平成19年８月31日現在の状況を記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年８月31日現在 

(注) 決算期変更により、当事業年度は11ヶ月の決算となり、証券保管振替機構からの当中間期末における実質株主の通知が行わ

れないため、平成19年８月31日現在の状況を記載しております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所によるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

役職の異動 
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 100

― ― 

完全議決権株式(その他)(注１) 
普通株式 

11,104,200 
111,042 ― 

単元未満株式 普通株式 900 ― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 11,105,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 111,042 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱ジョイス 

岩手県盛岡市東安庭 
二丁目１番30号 

100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 530 530 535 549 549 527

最低(円) 503 514 520 520 515 499

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
(経営計画室長) 

常務取締役 
(営業本部長) 

小苅米 秀樹 平成19年12月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中

間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

        
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    5,320,201 5,316,992   4,844,127 

２ たな卸資産    2,175,575 2,144,251   2,250,076 

３ その他    639,254 718,297   698,368 

貸倒引当金    △1,350 △1,350   △1,350 

流動資産合計    8,133,682 35.3 8,178,191 36.0   7,791,222 34.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物 ※２  6,892,314 6,406,063   6,630,149 

(2) 什器備品    495,907 530,790   517,168 

(3) 土地 ※２  5,119,568 5,158,652   5,245,452 

(4) その他    14,371 13,623   13,767 

有形固定資産合計    12,522,160 54.3 12,109,130 53.4   12,406,537 54.9

２ 無形固定資産    472,852 2.1 494,925 2.2   467,306 2.0

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券    237,656 223,426   235,677 

(2) 差入保証金    1,149,926 1,137,163   1,162,087 

(3) その他    537,792 555,451   546,368 

投資その他の資産 
合計    1,925,374 8.3 1,916,041 8.4   1,944,133 8.6

固定資産合計    14,920,388 64.7 14,520,097 64.0   14,817,977 65.5

資産合計    23,054,070 100.0 22,698,289 100.0   22,609,199 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    5,199,020 5,105,403   4,897,740 

２ 短期借入金 ※２  2,970,000 2,170,000   2,070,000 

３ １年内返済予定の 
  長期借入金 ※２  947,760 1,073,070   1,184,420 

４ 賞与引当金    25,552 47,784   ― 

５ ポイント費用引当金    78,479 81,366   79,389 

６ その他    1,618,141 1,767,436   1,634,802 

流動負債合計    10,838,953 47.0 10,245,061 45.1   9,866,353 43.6

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  1,924,380 1,742,860   2,197,140 

２ 退職給付引当金    1,022,562 1,064,000   1,044,222 

３ 役員退職慰労引当金    121,717 138,593   129,969 

４ 預り保証金    484,983 490,584   507,024 

５ その他    62,767 48,637   58,137 

固定負債合計    3,616,411 15.7 3,484,676 15.4   3,936,492 17.4

負債合計    14,455,364 62.7 13,729,738 60.5   13,802,846 61.0

           

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    1,052,272 4.6 1,052,272 4.6   1,052,272 4.7

２ 資本剰余金    1,139,832 4.9 1,139,832 5.0   1,139,832 5.0

３ 利益剰余金    6,402,704 27.8 6,787,498 29.9   6,618,371 29.3

４ 自己株式    △54 △0.0 △54 △0.0   △54 △0.0

株主資本合計    8,594,754 37.3 8,979,549 39.5   8,810,421 39.0

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    3,950 0.0 △14,001 △0.0   △4,068 △0.0

評価・換算差額等 
合計    3,950 0.0 △14,001 △0.0   △4,068 △0.0

Ⅲ 新株予約権    ― ― 3,003 0.0   ― ―

純資産合計    8,598,705 37.3 8,968,551 39.5   8,806,353 39.0

負債純資産合計    23,054,070 100.0 22,698,289 100.0   22,609,199 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    26,978,284 100.0 26,975,562 100.0   52,932,510 100.0

Ⅱ 売上原価    20,785,370 77.1 20,869,607 77.4   40,607,883 76.7

売上総利益    6,192,913 22.9 6,105,954 22.6   12,324,626 23.3

Ⅲ 営業収入          

１ テナント収入    183,430 0.7 207,095 0.8   388,792 0.7

営業総利益    6,376,344 23.6 6,313,050 23.4   12,713,419 24.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１  6,000,415 22.2 6,120,808 22.7   11,999,266 22.7

営業利益    375,929 1.4 192,242 0.7   714,152 1.3

Ⅴ 営業外収益          

１ 受取利息   2,868   5,565 7,639   

２ 受取配当金   11,135   15,375 12,270   

３ 賃貸収入   37,852   39,513 73,539   

４ その他   37,053 88,911 0.3 41,906 102,361 0.4 79,733 173,183 0.3

Ⅵ 営業外費用          

１ 支払利息   18,403   23,692 40,305   

２ その他   2,717 21,120 0.1 1,288 24,980 0.1 5,475 45,780 0.1

経常利益    443,720 1.6 269,622 1.0   841,555 1.5

Ⅶ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 23   240,807 23   

２ テナント退店違約金 
  受入   5,360 5,383 0.0 ― 240,807 0.9 5,560 5,583 0.0

Ⅷ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※３ ―   ― 62   

２ 固定資産除却損 ※４ 20,068   606 20,853   

３ 店舗等閉鎖損失   3,948   ― 3,948   

４ 出店中止損   5,791 29,808 0.1 ― 606 0.0 20,445 45,309 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益    419,295 1.5 509,824 1.9   801,828 1.5

法人税、住民税及び 
事業税   177,701   252,845 349,667   

法人税等調整額   △5,136 172,564 0.6 △45,409 207,436 0.8 △10,235 339,431 0.6

中間(当期)純利益    246,730 0.9 302,388 1.1   462,397 0.9

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,272 1,139,832 6,314,234 △54 8,506,285 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △133,261   △133,261 

 役員賞与(注)     △25,000   △25,000 

 中間純利益     246,730   246,730 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 88,469 ― 88,469 

平成18年９月30日残高(千円) 1,052,272 1,139,832 6,402,704 △54 8,594,754 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 29,685 29,685 8,535,971 

中間連結会計期間中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △133,261 

 役員賞与(注)     △25,000 

 中間純利益     246,730 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △25,734 △25,734 △25,734 

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) △25,734 △25,734 62,734 

平成18年９月30日残高(千円) 3,950 3,950 8,598,705 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,272 1,139,832 6,618,371 △54 8,810,421 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △133,261   △133,261 

 中間純利益     302,388   302,388 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 169,127 ― 169,127 

平成19年９月30日残高(千円) 1,052,272 1,139,832 6,787,498 △54 8,979,549 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) △4,068 △4,068 ― 8,806,353 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △133,261 

 中間純利益       302,388 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △9,932 △9,932 3,003 △6,929 

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) △9,932 △9,932 3,003 162,197 

平成19年９月30日残高(千円) △14,001 △14,001 3,003 8,968,551 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,272 1,139,832 6,314,234 △54 8,506,285 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △133,261   △133,261 

 役員賞与(注)     △25,000   △25,000 

 当期純利益     462,397   462,397 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

― ― 304,136 ― 304,136 

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,272 1,139,832 6,618,371 △54 8,810,421 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 29,685 29,685 8,535,971 

連結会計年度中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △133,261 

 役員賞与(注)     △25,000 

 当期純利益     462,397 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △33,753 △33,753 △33,753 

連結会計年度中の変動額合計(千円) △33,753 △33,753 270,383 

平成19年３月31日残高(千円) △4,068 △4,068 8,806,353 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)
純利益 

 419,295 509,824 801,828

減価償却費  377,148 384,028 777,209

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 25,552 47,784 ―

ポイント費用引当金の 
増減額(減少：△) 

 5,529 1,977 6,439

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 31,769 19,778 53,429

役員退職慰労引当金の 
増減額(減少：△) 

 △9,497 8,624 △1,245

受取利息及び受取配当金  △14,004 △20,941 △19,910

支払利息  18,403 23,692 40,305

固定資産売却益  △23 △240,807 △23

固定資産売却損  ― ― 62

固定資産除却損  20,068 606 20,853

店舗等閉鎖損失  3,948 ― 3,948

テナント退店違約金受入  △5,360 ― △5,560

出店中止損  5,791 ― 20,445

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 △157,628 105,825 △232,129

未収入金の増減額 
(増加：△) 

 △28,596 44,858 △88,865

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 2,615,362 207,662 2,314,083

未払金の増減額(減少：△)  282,255 △2,282 298,157

預り金の増減額(減少：△)  △11,872 △42,623 34,534

未払消費税等の増減額 
(減少：△) 

 △36,080 21,536 △38,260

役員賞与の支払額  △25,000 ― △25,000

その他  △14,391 17,185 53,392

小計  3,502,670 1,086,728 4,013,696

利息及び配当金の受取額  13,997 18,768 14,433

利息の支払額  △18,318 △24,247 △38,487

店舗等閉鎖損失の支払額  △3,948 ― △3,948

出店中止による費用 
の支払額 

 ― ― △12,154

テナント退店違約金受入 
の受取額 

 ― ― 200

法人税等の支払額  △347,990 △126,742 △599,836

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,146,410 954,507 3,373,903



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得 
による支出 

 △434,034 △163,470 △669,993

有形固定資産の売却 
による収入 

 689 327,607 769

無形固定資産の取得 
による支出 

 △15,657 △42,906 △33,521

投資有価証券の取得 
による支出 

 △1,800 △4,631 △13,566

預り保証金の返済による 
支出 

 △45,500 △38,798 △57,847

差入保証金の差入れ 
による支出 

 △40,392 △993 △124,899

その他  86,091 38,669 137,075

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △450,605 115,477 △761,983

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(減少：△) 

 △700,000 100,000 △1,600,000

長期借入れによる収入  1,500,000 ― 2,500,000

長期借入金の返済による 
支出 

 △428,450 △565,630 △919,030

配当金の支払額  △132,171 △131,490 △133,779

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 239,378 △597,120 △152,809

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
(減少：△) 

 2,935,183 472,864 2,459,109

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,337,518 4,796,627 2,337,518

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 5,272,701 5,269,492 4,796,627

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社の名称 

   ㈱ジョイスサポート 

(1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社の名称 

同左 

(1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社の名称 

同左 

  (2) 非連結子会社の名称等 

  該当事項はありませ

ん。 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数 

  該当事項はありませ

ん。 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数 

同左 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数 

同左 

  (2) 持分法適用の関連会社

数 

  該当事項はありませ

ん。 

(2) 持分法適用の関連会社

数 

同左 

(2) 持分法適用の関連会社

数 

同左 

  (3) 持分法を適用していな

い非連結子会社 

  該当事項はありませ

ん。 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社 

同左 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社 

同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左 連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致し

ております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。) 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。) 

   時価のないもの 

同左 

   ②たな卸資産 

 イ 商 品 

   生鮮食品 最終仕入

原価法 

   その他  売価還元

原価法 

 ロ 貯蔵品  最終仕入

原価法 

 ②たな卸資産 

 イ 商 品 

   生鮮食品 同左 

  

   その他  同左 

  

 ロ 貯蔵品  同左 

 ②たな卸資産 

 イ 商 品 

   生鮮食品 同左 

  

   その他  同左 

  

 ロ 貯蔵品  同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  また、事業用定期借地

権契約による借地上の建

物・構築物については、

耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零

とした定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物 

10年～34年 

  什器備品 ５年～10年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  また、事業用定期借地

権契約による借地上の建

物・構築物については、

耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零

とした定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物 

10年～34年 

  什器備品 ５年～10年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

  また、事業用定期借地

権契約による借地上の建

物・構築物については、

耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零

とした定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物 

10年～34年 

  什器備品 ５年～10年 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (会計方針の変更) 

  法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間

より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定

資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しており

ます。 

  これにより、前中間連

結会計期間と同一の方法

によった場合と比べ、営

業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益が

4,190千円それぞれ減少

しております。 

  

     (追加情報) 

  法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以

前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて

計上しております。この

結果、従来の方法に比

べ、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純

利益がそれぞれ11,914千

円減少しております。 

  

   ②無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、定期借地権

(当該借地権を設定して

いる土地の改良費等)に

ついては、賃借期間を基

準とした定額法によって

おります。 

  また、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

 ②無形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 

   ②賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に備えるため、将来の支

給見込額のうち当中間連

結会計期間の負担額を計

上しております。 

 ②賞与引当金 

同左 

――――― 

   ③ポイント費用引当金 

  ポイントカード制度に

より発行される商品値引

券の利用に備えるため、

将来利用されると見込ま

れる額を計上しておりま

す。 

 ③ポイント費用引当金 

同左 

 ②ポイント費用引当金 

同左 

   ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理すること

としております。 

 ④退職給付引当金 

同左 

 ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務の見込額に基づき、計

上しております。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

率法により翌連結会計年

度から損益処理すること

としております。 

   ⑤役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

同左 

 ④役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

同左 

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、8,598,705千円であり

ます。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、8,806,353千円であり

ます。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

11,266,141千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

11,970,757千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

11,613,876千円 

※２ 担保に供している資産の額 

建物及び 
構築物 

2,303,748千円

土地 3,645,879千円

計 5,949,627千円

※２ 担保に供している資産の額 

建物及び
構築物 

2,264,588千円

土地 3,607,612千円

計 5,872,200千円

※２ 担保に供している資産の額 

建物及び
構築物 

2,215,469千円

土地 3,633,859千円

計 5,849,329千円

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,970,000千円

１年内返済 
予定の 
長期借入金 

408,000千円

長期借入金 1,768,800千円

計 4,146,800千円

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,220,000千円

１年内返済
予定の 
長期借入金 

917,490千円

長期借入金 1,742,860千円

計 3,880,350千円

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,220,000千円

１年内返済
予定の 
長期借入金 

758,960千円

長期借入金 2,197,140千円

計 4,176,100千円

 ３ 偶発債務 

   協同組合ベルセンターの銀行

借入に対し、他社(12社)と共同

保証を行っております。 

388,000千円 

 ３ 偶発債務 

   協同組合ベルセンターの銀行

借入に対し、他社(12社)と共同

保証を行っております。 

317,000千円 

 ３ 偶発債務 

   協同組合ベルセンターの銀行

借入に対し、他社(12社)と共同

保証を行っております。 

348,000千円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

販売促進費 196,464千円

包装費 79,309 〃 

広告費 250,257 〃 

給料 1,318,265 〃 

雑給 1,393,405 〃 

ポイント費用
引当金繰入額 

78,479 〃 

賞与引当金 
繰入額 

25,552 〃 

退職給付費用 48,941 〃 

法定福利費 247,605 〃 

租税公課 97,383 〃 

地代家賃 385,365 〃 

電力料 505,053 〃 

清掃保安費 178,327 〃 

減価償却費 377,148 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

販売促進費 225,141千円

包装費 74,215 〃

広告費 253,047 〃

給料 1,300,481 〃

雑給 1,404,590 〃

ポイント費用
引当金繰入額

81,366 〃

賞与引当金
繰入額 

47,784 〃

退職給付費用 58,608 〃

法定福利費 250,561 〃

租税公課 97,252 〃

地代家賃 450,491 〃

電力料 521,541 〃

清掃保安費 183,453 〃

減価償却費 384,028 〃

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

販売促進費 490,707千円

包装費 154,141 〃 

広告費 498,215 〃 

給料 2,663,178 〃 

雑給 2,764,629 〃 

ポイント費用 
引当金繰入額 

79,389 〃 

退職給付費用 98,719 〃 

法定福利費 493,663 〃 

租税公課 206,346 〃 

地代家賃 785,177 〃 

電力料 975,567 〃 

清掃保安費 364,262 〃 

減価償却費 777,209 〃 

※２ 固定資産売却益の内容 

什器備品 23千円

※２ 固定資産売却益の内容 

土地 240,807千円

※２ 固定資産売却益の内容 

什器備品 23千円

※３    ――――― ※３    ――――― ※３ 固定資産売却損の主な内訳 

その他(車両運搬具) 62千円

※４ 固定資産除却損の主な内訳 

建物及び 
構築物 

13,389千円

什器備品 6,334千円
その他 344千円

※４ 固定資産除却損の主な内訳 

什器備品 606千円

※４ 固定資産除却損の主な内訳 

建物及び
構築物 

13,389千円

什器備品 7,119千円
無形固定資産 304千円
その他 40千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加は、平成18年４月１日付で行った当社普通株式１株を２株にする株式分割によるもので

あります。 

２ 普通株式の自己株式の増加は、平成18年４月１日付で行った当社普通株式１株を２株にする株式分割によるものでありま

す。 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末 

株式数(株) 
当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

発行済株式         

 普通株式(注１) 5,552,600 5,552,600 ― 11,105,200 

合計 5,552,600 5,552,600 ― 11,105,200 

自己株式         

 普通株式(注２) 50 50 ― 100 

合計 50 50 ― 100 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 133,261 24 平成18年３月31日 平成18年６月24日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２ 新株予約権に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末 

株式数(株) 
当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

発行済株式         

 普通株式 11,105,200 ― ― 11,105,200 

合計 11,105,200 ― ― 11,105,200 

自己株式         

 普通株式 100 ― ― 100 

合計 100 ― ― 100 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
（千円） 

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
ストック・オプシ
ョンとしての新株
予約権 

― 3,003 

合計 ― 3,003 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 133,261 12 平成19年３月31日 平成19年６月27日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 発行済株式総数の増加は、平成18年４月１日付で行った当社普通株式１株を２株にする株式分割によるものであります。

２ 自己株式数の増加は、平成18年４月１日付で行った当社普通株式１株を２株にする株式分割によるものであります。 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

次へ 

  
前連結会計年度末 

株式数(株) 
当連結会計期間
増加株式数(株) 

当連結会計期間
減少株式数(株) 

当連結会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式         

 普通株式(注)１ 5,552,600 5,552,600 ― 11,105,200 

合計 5,552,600 5,552,600 ― 11,105,200 

自己株式         

 普通株式(注)２ 50 50 ― 100 

合計 50 50 ― 100 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 133,261 24 平成18年３月31日 平成18年６月24日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 133,261 12 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に記載され
ている科目の金額との関係 

現金及び預金 5,320,201千円

預入期間が３ヶ
月を超える 
定期預金 

△47,500千円

現金及び 
現金同等物 

5,272,701千円

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に記載され
ている科目の金額との関係 

現金及び預金 5,316,992千円

預入期間が３ヶ
月を超える 
定期預金 

△47,500千円

現金及び 
現金同等物 

5,269,492千円

 現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に記載されている科
目の金額との関係 

現金及び預金 4,844,127千円

預入期間が３ヶ
月を超える 
定期預金 

△47,500千円

現金及び
現金同等物 

4,796,627千円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当額

(千円) 

什器 
備品 1,784,377 903,978 48,408 831,990

無形固 
定資産 
( ソ フ
トウェ
ア) 

109,089 50,062 2,427 56,599

合計 1,893,467 954,041 50,836 888,589

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当額

(千円) 

什器 
備品 1,534,064 952,415 47,211 534,437

無形固 
定資産 
( ソ フ
トウェ
ア) 

70,460 51,117 2,427 16,915

合計 1,604,524 1,003,533 49,638 551,352

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

什器
備品 1,725,914 991,991 48,408 685,514

無形固
定資産
( ソ フ
トウェ
ア) 

70,460 44,590 2,427 23,442

合計 1,796,374 1,036,581 50,836 708,957

(注) 取得価額相当額は、未経過リ
ース料中間期末残高が有形固
定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しており
ます。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中間
期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相当
額 

１年内 350,897千円

１年超 567,732千円

合計 918,629千円

リース資産 
減損勘定 
中間期末残高 

30,039千円

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中間
期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相当
額 

１年内 259,158千円

１年超 309,183千円

合計 568,341千円

リース資産
減損勘定 
中間期末残高

16,988千円

２ 未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残高 

  
 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 308,021千円

１年超 424,293千円

合計 732,315千円

リース資産
減損勘定 

期末残高 
23,358千円

(注) 未経過リース料中間期末残高
相当額は、未経過リース料中
間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当
額は、未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定し
ております。 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当額
及び減損損失 

支払リース料 177,887千円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額 

6,680千円

減価償却費 
相当額 

171,206千円

減損損失 ―千円

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当額
及び減損損失 

支払リース料 163,973千円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額 

6,369千円

減価償却費 
相当額 

157,604千円

減損損失 ―千円

３ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当額
及び減損損失 

支払リース料 362,863千円

リース資産 
減損勘定の 

取崩額 
13,361千円

減価償却費
相当額 

349,501千円

減損損失 ―千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 201,554 209,186 7,631

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 201,554 209,186 7,631

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 14,193

投資事業有限責任組合への出資 14,277

区分 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 217,951 197,521 △20,429

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 217,951 197,521 △20,429

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 14,193

投資事業有限責任組合への出資 11,712



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティ

ブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付に関する注記 

会社法施行日以後に付与したストック・オプションはないので、該当事項はありません。 

  

２ ストック・オプションに関する注記 

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはないので、該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 213,320 208,398 △4,921

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 213,320 208,398 △4,921

区分 
連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 14,193

投資事業有限責任組合への出資 13,086



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．当該中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の給料  3,003千円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．ストック・オプションの内容 

  

(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 平成18年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割しております。

これにより付与数が調整されております。 

  

前へ     

会社名 提出会社

決議年月日 平成19年５月１日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 50名

株式の種類及び付与数 普通株式 302,000株

付与日 平成19年５月１日

権利確定条件 権利行使時においても当社の従業員であることを要す。 

対象勤務期間 平成19年５月１日～平成20年６月23日

権利行使期間 平成20年６月24日～平成23年６月22日

権利行使価格 547円 

付与日における公正な評価単価 29円 

  平成14年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 
取締役 ７名
当社従業員の管理職のうち会社が定める者 74名 

株式の種類及び付与数(注)１、２ 普通株式 552,000株

付与日 平成14年７月23日

権利確定条件 権利行使時においても当社取締役又は従業員であることを要する。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 平成16年６月27日～平成19年６月26日

権利行使価格(円) 600 

付与日における公正な評価単価(円) ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める小売業の割合が、いずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

本国以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高はないため該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
３ 株式分割について 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 774円30銭 １株当たり純資産額 807円34銭 １株当たり純資産額 793円00銭

１株当たり 
中間純利益金額 

22円22銭
１株当たり 
中間純利益金額 

27円23銭
１株当たり
当期純利益金額 

41円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額   

 中間(当期)純利益(千円) 246,730 302,388 462,397

 普通株主に帰属しない金額

 (千円) 
― ― ―

 普通株式に係る中間(当期)
 純利益(千円) 246,730 302,388 462,397

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,105,100 11,105,100 11,105,100

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

新株予約権１種類(潜在株
式の数540,000株) 
この概要は、「新株予約
権等の状況」に記載のと
おりであります。 

新株予約権１種類(潜在株
式の数296,000株) 
この概要は「新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。 

新株予約権１種類(潜在株
式の数540,000株) 
この概要は、「新株予約
権等の状況」に記載のと
おりであります。 

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 8,598,705 8,968,551 8,806,353

純資産の部の合計額から 
控除する金額(千円) 

― 3,003 ―

(うち新株予約権) (―) (3,003) (―)

普通株式に係る中間期末(期末)の 
純資産額(千円) 

8,598,705 8,965,547 8,806,353

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の 
普通株式の数(株) 

11,105,100 11,105,100 11,105,100

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当社は、平成18年４月１日付で普通

株式１株に対し２株の割合で株式分割

を行っております。 
 当該株式の分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期間

及び前連結会計年度における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりであ

ります。 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 
741円17銭 

１株当たり中間純利益
金額 

4円61銭 
なお、潜在株式調整後
１株当たり中間純利益
金額については、希薄
化効果を有している潜
在株式が存在しないた
め、記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額 
766円40銭 

１株当たり当期純利益
金額 

31円62銭 
なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額については、希薄
化効果を有している潜
在株式が存在しないた
め、記載しておりませ
ん。 

―――――  当社は、平成18年４月１日付で普通

株式１株に対し２株の割合で株式分割

を行っております。 
 当該株式の分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度にお

ける１株当たり情報は、それぞれ次の

とおりであります。 
  

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 776円40銭

１株当たり
当期純利益金額 

31円62銭



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ―――――  当社は、岩手県盛岡市に保有する

土地を遊休資産の整理のため譲渡い

たしました。 

 概要は以下のとおりであります。 

① 譲渡先   青山商事株式会社 

② 譲渡資産の種類・面積 

土地(2,166㎡) 

③ 契約書締結日 

平成19年５月２日 

④ 譲渡価格  327,607千円 

 上記固定資産の譲渡により生ずる

固定資産売却益240,807千円を平成

20年２月期の特別利益に計上する予

定であります。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

        
  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   5,112,782   5,093,105 4,649,972   

２ 売掛金   18,684   23,561 24,234   

３ たな卸資産   2,174,773   2,141,064 2,207,286   

４ その他   679,463   745,581 765,359   

貸倒引当金   △1,000   △1,000 △1,000   

流動資産合計    7,984,703 35.1 8,002,313 35.8   7,645,855 34.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物 ※2 6,331,629   5,919,448 6,107,501   

(2) 什器備品   493,347   528,966 515,120   

(3) 土地 ※2 4,757,675   4,796,760 4,883,559   

(4) その他   574,046   499,348 535,584   

有形固定資産合計   12,156,699   53.4 11,744,524 52.5 12,041,766   54.0

２ 無形固定資産   472,852   2.1 494,925 2.2 467,306   2.1

３ 投資その他の資産          

(1) 関係会社株式   21,000   21,000 21,000   

(2) 差入保証金   1,146,926   1,134,163 1,159,087   

(3) その他   959,734   962,577 966,065   

投資その他の 
資産合計   2,127,660   9.4 2,117,741 9.5 2,146,154   9.6

固定資産合計    14,757,211 64.9 14,357,190 64.2   14,655,227 65.7

資産合計    22,741,915 100.0 22,359,503 100.0   22,301,082 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   5,087,687   4,997,516 4,794,238   

２ 短期借入金 ※2 2,970,000   2,170,000 2,070,000   
３ １年内返済予定の 
  長期借入金 ※2 947,760   1,073,070 1,184,420   

４ 未払金   1,051,780   1,070,479 1,088,673   

５ 未払法人税等   185,500   257,950 120,000   

６ 賞与引当金   25,122   46,833 ―   

７ ポイント費用引当金   78,479   81,366 79,389   

８ その他 ※4 417,021   462,581 465,692   

流動負債合計    10,763,351 47.3 10,159,798 45.4   9,802,413 44.0

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※2 1,924,380   1,742,860 2,197,140   

２ 退職給付引当金   1,018,645   1,058,634 1,039,652   

３ 役員退職慰労引当金   121,717   138,593 129,969   

４ 預り保証金   484,983   490,584 507,024   

５ その他   37,791   29,267 35,964   

固定負債合計    3,587,518 15.8 3,459,940 15.5   3,909,750 17.5

負債合計    14,350,869 63.1 13,619,738 60.9   13,712,164 61.5

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    1,052,272 4.6 1,052,272 4.7   1,052,272 4.7

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   968,809   968,809 968,809   

資本剰余金合計    968,809 4.3 968,809 4.3   968,809 4.3

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   168,000   168,000 168,000   

(2) その他利益剰余金          

退職積立金   395,000   395,000 395,000   

配当平均積立金   270,000   270,000 270,000   

土地圧縮積立金   154,199   154,199 154,199   

別途積立金   4,965,000   5,275,000 4,965,000   

繰越利益剰余金   413,868   467,536 619,760   

利益剰余金合計    6,366,067 28.0 6,729,736 30.1   6,571,959 29.5

４ 自己株式    △54 △0.0 △54 △0.0   △54 △0.0

株主資本合計    8,387,094 36.9 8,750,763 39.1   8,592,986 38.5

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    3,950 0.0 △14,001 △0.0   △4,068 △0.0

評価・換算差額等 
合計    3,950 0.0 △14,001 △0.0   △4,068 △0.0

Ⅲ 新株予約権    ― 3,003 0.0   ― 

純資産合計    8,391,045 36.9 8,739,765 39.1   8,588,918 38.5

負債純資産合計    22,741,915 100.0 22,359,503 100.0   22,301,082 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    26,968,626 100.0 26,958,393 100.0   52,911,822 100.0

Ⅱ 売上原価    20,783,757 77.1 20,872,159 77.4   40,605,292 76.7

売上総利益    6,184,868 22.9 6,086,234 22.6   12,306,529 23.3

Ⅲ 営業収入    183,430 0.7 207,095 0.8   388,792 0.7

営業総利益    6,368,299 23.6 6,293,330 23.4   12,695,322 24.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費    5,996,243 22.2 6,114,057 22.7   11,993,658 22.7

営業利益    372,056 1.4 179,272 0.7   701,664 1.3

Ⅴ 営業外収益 ※1  83,664 0.3 96,866 0.3   162,840 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※2  21,091 0.1 24,980 0.1   45,712 0.1

経常利益    434,629 1.6 251,157 0.9   818,791 1.5

Ⅶ 特別利益 ※3  5,383 0.0 240,807 0.9   5,583 0.0

Ⅷ 特別損失    29,863 0.1 500 0.0   45,365 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    410,149 1.5 491,464 1.8   779,009 1.4

法人税、住民税 
及び事業税   173,701   244,727 341,666   

法人税等調整額   △3,417 170,283 0.6 △44,300 200,426 0.7 △8,414 333,251 0.6

中間(当期)純利益    239,865 0.9 291,037 1.1   445,757 0.8

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(※) その他利益剰余金の内訳 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主 
資本合計 

資本準備金 資本
剰余金合計

利益準備金
その他利益
剰余金(※)

利益
剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,272 968,809 968,809 168,000 6,116,462 6,284,462 △54 8,305,489 

中間会計期間中の変動額                 

 別途積立金の積立(注)         ― ―   ― 

 剰余金の配当(注)         △133,261 △133,261   △133,261 

 役員賞与(注)         △25,000 △25,000   △25,000 

 中間純利益         239,865 239,865   239,865 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                 

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― ― 81,604 81,604 ― 81,604 

平成18年９月30日残高(千円) 1,052,272 968,809 968,809 168,000 6,198,067 6,366,067 △54 8,387,094 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 29,685 29,685 8,335,175 

中間会計期間中の変動額       

 別途積立金の積立(注)     ― 

 剰余金の配当(注)     △133,261 

 役員賞与(注)     △25,000 

 中間純利益     239,865 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △25,734 △25,734 △25,734 

中間会計期間中の変動額合計(千円) △25,734 △25,734 55,870 

平成18年９月30日残高(千円) 3,950 3,950 8,391,045 

  退職積立金 配当平均積立金 土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

平成18年３月31日残高(千円) 395,000 270,000 154,199 4,755,000 542,263 6,116,462 

中間会計期間中の変動額             

 別途積立金の積立(注)       210,000 △210,000 ― 

 剰余金の配当(注)         △133,261 △133,261 

 役員賞与(注)         △25,000 △25,000 

 中間純利益         239,865 239,865 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 210,000 △128,395 81,604 

平成18年９月30日残高(千円) 395,000 270,000 154,199 4,965,000 413,868 6,198,067 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

(※) その他利益剰余金の内訳 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主 
資本合計 

資本準備金 資本
剰余金合計

利益準備金
その他利益
剰余金(※)

利益
剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,272 968,809 968,809 168,000 6,403,959 6,571,959 △54 8,592,986 

中間会計期間中の変動額                 

 別途積立金の積立         ― ―   ― 

 剰余金の配当         △133,261 △133,261   △133,261 

 中間純利益         291,037 291,037   291,037 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                 

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― ― 157,776 157,776 ― 157,776 

平成19年９月30日残高(千円) 1,052,272 968,809 968,809 168,000 6,561,736 6,729,736 △54 8,750,763 

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) △4,068 △4,068 ― 8,588,918 

中間会計期間中の変動額         

 別途積立金の積立         

 剰余金の配当       △133,261 

 中間純利益       291,037 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △9,932 △9,932 3,003 △6,929 

中間会計期間中の変動額合計(千円) △9,932 △9,932 3,003 150,847 

平成19年９月30日残高(千円) △14,001 △14,001 3,003 8,739,765 

  退職積立金 配当平均積立金 土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

平成19年３月31日残高(千円) 395,000 270,000 154,199 4,965,000 619,760 6,403,959 

中間会計期間中の変動額             

 別途積立金の積立       310,000 △310,000 ― 

 剰余金の配当         △133,261 △133,261 

 中間純利益         291,037 291,037 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 310,000 △152,223 157,776 

平成19年９月30日残高(千円) 395,000 270,000 154,199 5,275,000 467,536 6,561,736 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,272 968,809 968,809

事業年度中の変動額  

 別途積立金の積立(注)  

 剰余金の配当(注)  

 役員賞与(注)  

 当期純利益  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)  

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,272 968,809 968,809

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金

(※) 
利益剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 168,000 6,116,462 6,284,462 △54 8,305,489

事業年度中の変動額     

 別途積立金の積立(注)   ― ―   ―

 剰余金の配当(注)   △133,261 △133,261   △133,261

 役員賞与(注)   △25,000 △25,000   △25,000

 当期純利益   445,757 445,757   445,757

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)     

事業年度中の変動額合計(千円) ― 287,496 287,496 ― 287,496

平成19年３月31日残高(千円) 168,000 6,403,959 6,571,959 △54 8,592,986

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 29,685 29,685 8,335,175

事業年度中の変動額  

 別途積立金の積立(注) ―

 剰余金の配当(注) △133,261

 役員賞与(注) △25,000

 当期純利益 445,757

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △33,753 △33,753 △33,753

事業年度中の変動額合計(千円) △33,753 △33,753 253,743

平成19年３月31日残高(千円) △4,068 △4,068 8,588,918



(※) その他利益剰余金の内訳 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  退職積立金 配当平均積立金 土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

平成18年３月31日残高(千円) 395,000 270,000 154,199 4,755,000 542,263 6,116,462

事業年度中の変動額     

 別途積立金の積立(注)   210,000 △210,000 ―

 剰余金の配当(注)   △133,261 △133,261

 役員賞与(注)   △25,000 △25,000

 当期純利益   445,757 445,757

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)     

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 210,000 77,496 287,496

平成19年３月31日残高(千円) 395,000 270,000 154,199 4,965,000 619,760 6,403,959



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。) 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

     同左 

  

  

  

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。) 

   時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  商品 

   生鮮食品 最終仕入

原価法 

   その他  売価還元

原価法 

  貯蔵品   最終仕入

原価法 

(2) たな卸資産 

  商品 

   生鮮食品 同左 

  

   その他  同左 

  

  貯蔵品   同左 

(2) たな卸資産 

  商品 

   生鮮食品 同左 

  

   その他  同左 

  

  貯蔵品   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、事業用定期借地

権契約による借地上の建

物・構築物については、

耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零

とした定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

10年～34年 

 什器備品  ５年～10年 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、事業用定期借地

権契約による借地上の建

物・構築物については、

耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零

とした定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

10年～34年 

 什器備品  ５年～10年 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、事業用定期借地

権契約による借地上の建

物・構築物については、

耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零

とした定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

10年～34年 

 什器備品  ５年～10年 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (会計方針の変更) 

  法人税法の改正に伴い

当中間会計期間から、平

成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

  これにより、前中間会

計期間と同一の方法によ

った場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税引前

中間純利益が4,150千円

それぞれ減少しておりま

す。 

  

    (追加情報) 

  法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以

前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上して

おります。この結果、従

来の方法に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前

中間純利益がそれぞれ

11,914千円減少しており

ます。 

  

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、定期借地権

(当該借地権を設定して

いる土地の改良費等)に

ついては、賃借期間を基

準とした定額法によって

おります。 

  また、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に備えるため、将来の支

給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

――――― 

  (3) ポイント費用引当金 

  ポイントカード制度に

より発行される商品値引

券の利用に備えるため、

将来利用されると見込ま

れる額を計上しておりま

す。 

(3) ポイント費用引当金 

同左 

(2) ポイント費用引当金 

同左 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定率法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から損

益処理することとしてお

ります。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

率法により翌期から損益

処理することとしており

ます。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、8,391,045千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、8,588,918千円であり

ます。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則等により作成してお

ります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,255,403千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,958,911千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,602,446千円 

※２ 担保提供資産 

   上記に対応する債務 

  

建物 2,303,748千円

土地 3,307,430千円

計 5,611,179千円

短期借入金 1,970,000千円

１年内返済 
予定の 
長期借入金 

408,000千円

長期借入金 1,768,800千円

計 4,146,800千円

※２ 担保提供資産 

   上記に対応する債務 

  

建物 2,264,588千円

土地 3,269,163千円

計 5,533,751千円

短期借入金 1,220,000千円

１年内返済
予定の 
長期借入金 

917,490千円

長期借入金 1,742,860千円

計 3,880,350千円

※２ 担保提供資産 

   上記に対応する債務 

建物 2,215,469千円

土地 3,295,410千円

計 5,510,880千円

短期借入金 1,220,000千円
１年内返済 
予定の 
長期借入金 

758,960千円

長期借入金 2,197,140千円

計 4,176,100千円

 ３ 偶発債務 

   協同組合ベルセンターの銀行

借入れに対し、他社(13社)と

共同保証を行っております。 

388,000千円 

 ３ 偶発債務 

   協同組合ベルセンターの銀行

借入れに対し、他社(13社)と

共同保証を行っております。 

317,000千円 

 ３ 偶発債務 

   協同組合ベルセンターの銀行

借入れに対し、他社(13社)と

共同保証を行っております。 

348,000千円 

  

※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

  

受取利息 2,860千円
賃貸収入 38,138千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

  

受取利息 5,454千円
賃貸収入 39,799千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取利息 7,573千円

74,110千円賃貸収入 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

  
支払利息 18,403千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

  
支払利息 23,692千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息 40,305千円

※３    ――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 
固定資産 
売却益 

 

土地 240,807千円

※３    ――――― 

 ４ 減価償却実施額 
有形固定資産 357,956千円
無形固定資産 18,551千円

 ４ 減価償却実施額 
有形固定資産 361,463千円
無形固定資産 21,909千円

 ４ 減価償却実施額 
有形固定資産 737,346千円
無形固定資産 38,531千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の増加は、平成18年４月１日付で行った当社普通株式１株を２株にする株式分割によるものでありま

す。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の増加は、平成18年４月１日付で行った当社普通株式１株を２株にする株式分割によるものでありま

す。 

  

次へ 

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間
増加株式数(株) 

当中間会計期間
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

自己株式         

 普通株式(注) 50 50 ― 100 

合計 50 50 ― 100 

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間
増加株式数(株) 

当中間会計期間
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

自己株式         

 普通株式 100 ― ― 100 

合計 100 ― ― 100 

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度
増加株式数(株) 

当事業年度
減少株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

自己株式         

 普通株式(注) 50 50 ― 100 

合計 50 50 ― 100 



(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当

額 
(千円) 

什器 
備品 1,784,377 903,978 48,408 831,990

無形固 
定資産 
(ソフト 
ウェア) 

109,089 50,062 2,427 56,599

合計 1,893,467 954,041 50,836 888,589

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当

額 
(千円) 

什器 
備品 1,534,064 952,415 47,211 534,437

無形固 
定資産 
(ソフト 
ウェア) 

70,460 51,117 2,427 16,915

合計 1,604,524 1,003,533 49,638 551,352

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

什器
備品 1,725,914 991,991 48,408 685,514

無形固
定資産 
(ソフト 
ウェア) 

70,460 44,590 2,427 23,442

合計 1,796,374 1,036,581 50,836 708,957

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 350,897千円

１年超 567,732千円

合計 918,629千円

リース資産 
減損勘定 
中間期末残高 

30,039千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 259,158千円

１年超 309,183千円

合計 568,341千円

リース資産
減損勘定 
中間期末残高 

16,988千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 308,021千円

１年超 424,293千円

合計 732,315千円

リース資産
減損勘定 

期末残高 
23,358千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

  

支払リース料 177,887千円

リース資産減損 

勘定の取崩額 
6,680千円

減価償却費相当額 171,206千円

減損損失 ―千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

  

支払リース料 163,973千円

リース資産減損

勘定の取崩額 
6,369千円

減価償却費相当額 157,604千円

減損損失 ―千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 362,863千円

リース資産減損 

勘定の取崩額 
13,361千円

減価償却費相当額 349,501千円

減損損失 ―千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものは所有しておりません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １．１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 755円60銭 １株当たり純資産額 786円73銭 １株当たり純資産額 773円42銭

１株当たり 
中間純利益金額 

21円60銭
１株当たり 
中間純利益金額 

26円21銭
１株当たり
当期純利益金額 

40円14銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額   

 中間(当期)純利益(千円) 239,865 291,037 445,757

 普通株主に帰属しない金額
 (千円) ― ― ―

 普通株式に係る中間(当期)
 純利益(千円) 239,865 291,037 445,757

 普通株式の期中平均株式数
 (株) 11,105,100 11,105,100 11,105,100

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益金額の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権１種類(潜在株
式の数540,000株) 
この概要は「新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。 

新株予約権１種類(潜在株
式の数296,000株) 
この概要は「新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。 

新株予約権１種類(潜在株
式の数540,000株) 
この概要は「新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。 

  
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 8,391,045 8,739,765 8,588,918

純資産の部の合計額から 
控除する金額(千円) ― 3,003 ―

(うち新株予約権) (―) (3,003) (―)

普通株式に係る中間期末 
(期末)の純資産額(千円) 8,391,045 8,736,761 8,588,918

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の 
普通株式の数(株) 

11,105,100 11,105,100 11,105,100



３ 株式分割について 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当社は、平成18年４月１日付で普通

株式１株に対し２株の割合で株式分割

を行っております。 
 当該株式の分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及び

前事業年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 
723円92銭 

１株当たり中間純利益
金額 

4円30銭 
なお、潜在株式調整後
１株当たり中間純利益
金額については、希薄
化効果を有している潜
在株式が存在しないた
め、記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額 
748円32銭 

１株当たり当期純利益
金額 

30円49銭 
なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額については、希薄
化効果を有している潜
在株式が存在しないた
め、記載しておりませ
ん。 

―――――  当社は、平成18年４月１日付で普通

株式１株に対し２株の割合で株式分割

を行っております。 
 当該株式の分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報は、それぞれ次のとお

りであります。 
  

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 748円32銭

１株当たり

当期純利益金額 
30円49銭



(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ―――――  当社は、岩手県盛岡市に保有する

土地を遊休資産の整理のため譲渡い

たしました。 

 概要は以下のとおりであります。 

① 譲渡先   青山商事株式会社 

② 譲渡資産の種類・面積 

土地(2,166㎡) 

③ 契約書締結日 

平成19年５月２日 

④ 譲渡価額  327,607千円 

 上記固定資産の譲渡により生ずる

固定資産売却益240,807千円を平成

20年２月期の特別利益に計上する予

定であります。 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第66期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月27日 

東北財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ジョイス 

  

  

  
  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジョイスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ジョイス及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年12月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  谷  藤  雅  俊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ジョイス 

  

  

  
  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ジョイスの平成19年４月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ジョイス及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成19年12月18日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  谷  藤  雅  俊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ジョイス 

  

  

  
  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジョイスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ジョイスの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成18年12月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  谷  藤  雅  俊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ジョイス 

  

  

  
  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ジョイスの平成19年４月１日から平成20年２月29日までの第67期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ジョイスの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成19年12月18日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  町  雅  文  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  谷  藤  雅  俊  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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